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中央防災会議 防災対策推進検討会議 

首都直下地震対策検討ワーキンググループ（第３回） 

議事次第 
 

 

                  日 時：平成 24 年６月６日（水）10:00～12:07 

                  場 所：合同庁舎５号館防災Ａ会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 ・首都直下地震対策のフェーズ毎の整理 

 ・首都直下地震の火災への対応について 

 ・首都直下地震の避難者対策について 

 ・首都中枢機能確保対策について 

 ・当面実施すべき対策について 

 ・その他 

 

３．閉 会 
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開 会 

 

○藤山（事務局） それでは、定刻となりましたので、ただいまから「中央防災会議 防災

対策推進検討会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ」第３回会合を開催いたしま

す。 

 委員の皆様には御多忙のところ御出席いただき、誠にありがとうございます。 

 会議の開催に当たりまして、中川防災担当大臣からごあいさつを申し上げます。 
 

中川大臣挨拶 

 

○中川大臣 おはようございます。今日も皆さんにお世話をおかけいたしまして、改めて

お礼を申し上げたいと思います。 

 今日の議論の中身としては、火災対策、避難者対策、首都中枢機能の確保対策を中心に

御議論いただくことになっております。 

 首都地域には木造住宅密集地域が広く存在しておりまして、地震のときには市街地の大

規模な延焼などの深刻な被害が懸念されることから、その対策は最重要課題の１つである

と思っております。 

 また、首都直下地震では膨大な数の避難者の発生が予想されておりまして、その対応に

ついても改めて重要な課題として御議論いただきたいと思います。 

 更に、首都中枢機能の確保の対策については、前回に引き続き更に深く御議論いただき

たいと思っておりますし、政府部内でもさまざまな検討を始めておりますが、一言で言え

ば検討自体が甘かったということでありまして、更に深掘りをしながら進めていかなけれ

ばならないと思っておりますので、よろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 以上、私からのごあいさつにさせていただきます。ありがとうございました。 

○藤山（事務局） どうもありがとうございました。 

 委員の御紹介ですが、前回、前々回御欠席でしたけれども、今回初めて経団連の●●が

御出席されておりますので、御紹介申し上げます。 

 なお、本日御都合により御欠席されている●●の代理として東京都危機管理監の●●様、

●●の代理として株式会社ローソンの●●様、●●の代理として横浜市危機管理監の●●

様、それぞれ御出席いただいております。 

 なお、本日は●●、●●、●●につきましては、御都合により御欠席です。 

 最初に、お手元にお配りしております本日の資料を確認させていただきます。それぞれ

資料ナンバーを付しておりますけれども、資料１－１、資料１－２、資料２－１、資料２

－２、資料３、資料４、非公開資料１－１、非公開資料１－２、非公開資料２。 

 そのほかに参考資料として前回第２回の議事概要。 
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 最後に、経団連の●●から提出されている資料を配付させていただいております。よろ

しいでしょうか。 

 それでは、以降の進行を●●にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○ ●● まず、議事に入ります前に議事概要、議事録及び配付資料の公開について申し

上げます。 

 議事概要は会議終了後、速やかに発言者を伏せた形で公表することとし、また、詳細な

議事録につきましても発言者を伏せた形で作成し、委員の皆様に御確認をいただいた上で、

本ワーキンググループの終了後１年経過した後、公表することとしたいと思います。よろ

しゅうございますね。 

（「異議なし」と声あり） 

○ ●● そのとおりに取り扱わせていただきます。 

 また、本日の会合の後、記者へのブリーフィングを予定しております。本日の議論を踏

まえ、私からブリーフィングをいたしますが、主査の立場からの発言を行うこともあるか

と思いますので、その点、御留意をいただければと思います。 

 本日の資料につきましては、非公開資料を除き公開とさせていただきます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。まず「首都直下地震対策のフェーズ毎の整理」

につきまして、事務局から資料の説明をお願いします。 
 

資料説明 

 

○藤山（事務局） お手元の資料１－１をごらんください。A3 の大きなものでございます。 

 前回の会議で大臣をはじめ、複数の方々から対策及び現場でどのような事象になってい

るのかというのを、フェーズごとに整理してはという御意見をいただきました。 

 一番上の欄でございますが、主に地方自治体として、そのフェーズごとに主としてどう

いう対応が必要となってくるのか。 

 ２段目といたしまして、考え得る現場でのさまざまな災害の事象、混乱の状況を書いて

みました。 

 真ん中から下の方には、政府及び応援の県その他それぞれのフェーズでのスタートライ

ンを書いてみました。 

 例えば一番上の自治体の欄のところですが、地震発生のところでは当然のことですけれ

ども、緊急避難所の開設、避難者の誘導、消火活動が入りまして、直後から捜索・救援と

道路啓開・交通制御などの仕事が入ってくる。フェーズを追っていくごとに被災者の生活

の支援、あるいは最終的は復興に向けての仕事が入ってくる。 

 現場の状況の欄については細かく事務局として書いてみましたけれども、今日は全部御

紹介することはいたしません。例えば一番最初の市街地で、瓦れき等による道路閉塞箇所
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が多発する、あるいは１日後のところを見ていただきますと、まだ１日後でも大規模な火

災等が継続しているであろうということを書いています。 

 下の段にも、当然、政府としても緊急災害対策本部の設置、その他の活動が入ります。 

 この資料の取扱いですけれども、事務局でこういう形で整理をしてみましたが、今日は

これを議論する時間は用意してございません。今後の議論でまた追加・修正を加えていっ

て、全体としてわかりいいものにしていきたいと思っておりますので、今後の議論でまた

御意見があれば加筆修正をしていきたいと思っております。 

 もう一つ、資料１－２をごらんください。これも前回の当ワーキングの検討対象項目が、

これもまた時系列でわかりづらい部分があるというお話がございましたので、そもそも首

都直下地震の発生前、普段から予防対策としてやっておくべきところ、直後にどういうこ

とが必要か、また、それぞれのフェーズにおいてということで、時系列に整理してみまし

た。これも今後の議論をしていく上での参考としていただければと思います。 

 今日はこの２つについては資料の御紹介ということですので、また後々御意見をいただ

ければと思います。 

○ ●● これは今、事務局から説明がありましたとおり、議論をしていく上での見取り

図のようなものになりますので、今、この部分について議論しているというものとして、

是非委員の皆様方にはお使いいただきたいということと、今後気が付いた点は事務局の方

でも追加していくように、それから、委員の皆様方から何か御指摘があれば、その項目を

この中に随時追加していって、充実をさせていくという形で取り扱わせていただきたいと

思います。 

 続きまして、今日の幾つか議論するうちの初めということになりますが「首都直下地震

の火災への対応について」に移っていきたいと思います。 

 初めに消防庁から資料の説明をお願いいたします。 

○消防庁 資料２－１に基づきまして、私の方から説明をさせていただきます。 

 まず、内閣府の事務局の方から消防力の現況、特に初期消火対策についてということ、

それから、火災時の避難について説明をということでございましたので、そういう観点か

ら整理をさせていただいております。 

 １ページ目、ここでは埼玉、千葉、東京、神奈川の４都県につきまして、私ども火災現

況調査を基に整理をしております。 

 いわゆる常備消防、消防本部でございますけれども、この４都県におきまして東京消防

庁が一番大きいわけですが、消防本部数が 98 ございます。常備の消防職員数で言うと約４

万 4,000 人と、全国が 16 万人ですから、大体その３割弱がこの４都県となります。 

 消防ポンプの自動車数で言いますと 1,700 台ほどございます。全国の約２割強となりま

す。 

 消防団でございますけれども、全部で 280 の消防団がございます。団員数で言いますと

８万 5,000人弱でございます。全国約 88万人ですので、大体その１割となってまいります。 
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 消防ポンプ自動車は 1,624 台となっておりますが、ただ、ここの消防ポンプ自動車の中

には、東京 23 区の消防団はどちらかと言うと消防自動車というよりも、可搬型のポンプ等

を所有されています。そういったものは別にということで、例えば東京管内ですと、いわ

ゆる小型動力ポンプというのが 1,370 ほどございます。 

 また、やはり消防の水利が非常に重要でございます。これについても消防庁の方で一定

の基準を定めておりますが、それに基づきましてそれぞれ整備がなされているということ

でございます。 

 基本的に４都県の概況を言いますが、平常時を考えますと、私どもが示している基準は

おおむね満たしている状況になっております。ただ、何と言いましても首都直下地震の場

合には阪神・淡路大震災の例を言うまでもなく、同時多発的に火災が発生する。なおかつ

道路が閉塞される可能性が非常に高い。初期消火ができなかった場合には延焼の可能性が

非常にあるということで、そういう意味では常備あるいは消防団だけでは、十分な対応は

できないだろうと言われております。 

 そういった中で、１つは全国の自治体による広域消防応援がございます。２ページ目の

資料でございますが、基本的には消防の応援は自治体同士の広域応援協定に基づいて行う

ことになります。首都圏におきましては前回でも同じでございましたが、いわゆる９都県

市が普段から非常に連携をとっておられますので、そういう意味では９都県市内の応援と

いうことも当然あり得ます。ただ、それぞれまず自分の管内の対応が第一ということにな

りますので、そういった場合には全国から消防応援をする必要が当然出てまいります。そ

の仕組みが次の３ページでございます。 

 全国からの緊急消防援助隊の仕組み、全国からの広域応援の仕組みといたしまして、平

成７年の阪神・淡路の教訓を踏まえ、緊急消防援助隊という仕組みをつくっております。

当初は要綱に基づいて編成いたしておりましたが、平成 15 年６月に法律上に位置づけをし

まして、一定の場合には消防庁長官が出動を指示できるという法改正を行いました。昨年

の東日本大震災におきましては、初めて消防庁長官が指示を行うということで対応を行っ

ております。 

 現在の登録隊数でございますけれども、概要のところにございますが、本年６月現在、

トータルで言いますと消火部隊からヘリの航空部隊等々含めまして、4,400 隊ほどでござ

います。消防庁、総務省の計画といたしましては、平成 25 年度までにおおむね 4,500 隊規

模を目標にしておりますので、それに向けて今、各自治体の御協力をいただいている状況

でございます。 

 ４ページ、現行の被害想定に基づきまして、首都直下地震の場合の緊急消防援助隊の言

わば出動計画をアクションプランという形で定めております。基本的な考え方は４ページ

右側のところを見ていただきますと、ここでは東京、埼玉、千葉、神奈川がそれぞれ被災

して、それぞれが応援を受けるという前提でございます。その場合にそれぞれ指揮支援部
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隊というものを決めております。どこが応援隊の中で指揮をとるかということでございま

す。 

 東京については東京消防庁が関東地区のもともと指揮支援部隊長となっておりますので、

なおかつ、被災地消防本部となりますから、東京は東京消防庁の指揮下ですべてが動くわ

けです。それを補佐する役割といたしまして、政令市の消防の中から京都消防局と神戸消

防局を指定しております。基本的には東京で首都直下地震が起こった場合には、京都と神

戸は直ちに消防ヘリで東京の方に来るということを一応予定しております。同じように神

奈川については名古屋市消防局、千葉県については仙台市消防局、埼玉県については大阪

市消防局が、その指揮支援部隊という位置づけになっています。 

 第一次応援隊、第二次応援隊、第三次応援隊、第四次応援隊という形で決めております。

これについてはあくまでもシミュレーションといいますか、予定ということになりますが、

例えば東京の場合には第一次応援隊の山梨県隊、長野県隊の２県隊で今、登録されている

消防隊というのは全部で 51 隊ございますけれども、これが真っ先に駆けつけるという想定

になっております。その後、距離に応じまして第二次応援県隊、第三次応援県隊となって

おりまして、平常時であれば第三次応援県隊までは 12 時間で到着できることになっていま

すが、ただ、これも道路啓開がなされているという前提でございます。 

 ５ページ、ヘリコプターについて少し説明させていただきます。現在、消防防災のヘリ

が全部で 70 機ほどございます。東日本大震災のときも、そのうち大体 40～50 機を運用い

たしております。首都直下の場合には火災が想定されますので、空中消火も想定したよう

な計画を持っております。 

 以上が、どちらかと言うと常備消防、消防団の話であります。 

 ６ページからは、首都直下の場合には初期消火が非常に重要であるということでは、地

域の防災力が非常に重要だろうということになるかと思います。常備消防、消防団がござ

いますが、それだけではなかなか難しいということで、自主防災組織あるいは婦人防火ク

ラブといったものがございます。こういったところの初期消火対策というのが非常に重要

になってくると考えています。 

 ７ページ、４都県の自主防災組織の現況です。ここでは組織数と、活動カバー率という

組織がカバーしている世帯の率がございます。東京について見ますと、組織数で言うと約

7,000、活動カバー率で言うと 77.7％となっております。 

 取組みの例といたしまして、それぞれ東京消防庁、横浜、相模原等々が取り組んでいる

内容を、ここでは例示で書いております。 

 取組みの例の上から４つ目のところで、東京消防庁の取組みを１つ紹介させていただき

ますが、災害時の支援ボランティア登録制度というものを、阪神・淡路を契機につくって

おられます。全部で１万 7,000 人ほど登録されていると伺っておりますけれども、災害時

においてはなかなか大変な状況になりますので、そういったボランティアの方々が、常備

消防をサポートいただく仕組みをつくっておられます。 
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 ８ページは危険物施設につきまして、消防庁の方でも東日本大震災における危険物施設

の状況調査等に基づきまして、その対策の検討等を行っております。その資料を８ページ

に付けさせていただきます。 

 ９ページ、火災時の避難の話でございますが、東京都のホームページから抜粋をさせて

いただいています。この後、避難についてはまた別途お話があると思いますので、説明の

方は省略をさせていただきます。 

 10 ページ、特に東京については、いわゆる木造住宅密集地域の問題が非常に大きいだろ

うということで、東京消防庁の取組みについて紹介させていただきます。 

 左側でございますが、木密地域における課題として延焼危険が高く、同時多発する場合

には消防力が不足する可能性が高い、道路閉塞等の問題がございます。そういう意味では

迅速な道路啓開、あるいは交通規制といったことも、非常に重要になってくると思います。 

 そういった中で、23 年度のモデル事業を世田谷と杉並で行っておられます。町会、自治

会等の連携、実践的な訓練、新たな消防水利の整備といったことでございます。 

 10 ページ右側に、その具体的なことが書いてございますが、例えば実践的な防災訓練の

実施ということでは、Ｄ級可搬消防ポンプというちょっと小さい消防ポンプのほかに、ス

タンドパイプ、写真はスタンドパイプの例でございますけれども、こういったものを使っ

て初期消火を行っていただくという訓練も行っていただいております。 

 報道等もなされましたが、新たな消防水利の確保ということでは、東京都水道局と協力

されて、いわゆる消火栓とは別に、排水栓という水道局管理用の設備があるようでござい

ますが、そういったものも消防水利として利用するということで今、取組みを進めておら

れます。それ以外に各種水利対策も取り組まれております。 

 11 ページからは、いわゆる事業者の防火管理について、資料を付けさせていただいてお

ります。消防法では多数の方が出入りするところについては、防火管理制度というものを

規定しております。11 ページ①でございますが、百貨店、飲食店といった 30 人以上のと

ころには防火管理者を置くといったことが義務づけられておりまして、消防計画等が出さ

れている。更に共同管理という仕組みがございますが、これについて現在、強化する方向

で、消防法の一部改正法案を現在、国会に提出をして、参議院では既に可決をいただいて

おります。 

 12 ページ、防火管理に加えまして、特に例えば延べ面積が５万 m2 以上あるいは５階建て

以上で、延べ面積２万 m2 以上のところについては、震災等を念頭に置いた防災管理制度と

いうものを設けております。平成 19年の消防法改正で 21年から施行になっておりますが、

こういったところには自衛の消防組織を法律で義務づけております。そういう意味では各

事業所の自衛消防組織との連携といったことも、避難の問題も含めて非常に重要になって

くると考えております。 

 13 ページ以降に参考資料を付けさせていただいております。 

 以上で私の説明とさせていただきます。 
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○ ●● 続いて、火災対策の論点というペーパーがありますので、これを事務局の方か

ら説明をお願いします。 

○藤山（事務局） 資料２－２をごらんください。今ほど消防庁から御説明がありました

ので、簡単に説明させていただきます。 

 大きな課題といたしまして、木造住宅密集地域の問題があるかと思います。 

 主な論点といたしまして、１つ目としては自主防災組織など、地域防災力、消防力の充

実強化をどのように進めていくのか。 

 ２つ目といたしまして、東日本大震災でも課題となりましたが、石油コンビナート等危

険物施設の地震・津波対策をどのように強化していくのか。 

 ３つ目といたしまして、避難場所への誘導あるいはそれに関する情報の提供、大規模火

災から迅速な避難を促すため、企業や地域などの連携をどのように強化していくべきか、

あるいは災害時要援護者の避難も含めまして、迅速な避難に対してどのように行っていく

のか。 

 ４つ目といたしまして、建築物の耐震化・不燃化、木造住宅密集地域の解消、火災に強

いまちづくりをどのようにしていくのか。このようなものが大体大きな論点なのではない

かと思います。 

 添付している資料ですけれども、平成 17 年の中央防災会議のときに算出したものでござ

います。揺れのみと火災の延焼が広がったときで、これだけ被害が大きく変わってくると

いうことで、やはり首都直下を考えた場合には火災対策は非常に重要であろうという意味

で、資料を添付させていただきました。 

 以上です。 

○ ●● 時間は一緒だけれども、風速が大分違うので広がり方が変わってくるんですね。 

○藤山（事務局） シミュレーション上、火災が広がった場合です。 

○ ●● わかりました。 

 それでは、今までの部分、火災対策について意見交換に移りたいと思いますが、本日、

経団連の●●が御出席をされておりますので、最初に御発言をお願いしたいと思います。 

○ ●● 私からは、火災への対応という観点で、特に二次災害による被災者の発生を最

小限に抑えるため、火災並びに道路通行状況に係る情報をリアルタイムかつ一元的に発信

し、携帯情報端末等で把握できるようにすることが極めて重要であるという話をさせてい

ただきたいと思います。 

 東日本大震災で見られましたように、緊急時にどうやって情報収集、分析や発信をして

いくのかというのは非常に大きな課題ではないかと思います。そのためには、体制整備並

びにエリアを超えた指揮命令系統の確立、メディアとの連携が必要だろうと思います。 

 一例として、テレビ、ラジオ、電子メールあるいは Twitter 等々の SNS、防災無線など

情報発信の手段の整理と、それらが不通あるいは混雑で機能しない場合の代替手段を決め

ていくことも必要ではなかろうかと思います。 
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 また、東日本大震災の時は、どのテレビチャンネルでも同じ放送をしていたが、アイデ

アの１つとして、災害時に各テレビ局を特化型にして、例えばＡテレビ局はＡ地区に関す

る情報を集中的に報道するといった役割分担もありうると考えております。 

 次に、統合情報プラットホームという観点で、組織を横断的にまたいで情報を可視化で

きる仕組みが必要だと思っております。今日は、ブラジルのリオデジャネイロのビデオを

持ってまいりました。 

 リオは 2014 年にワールドカップ、2016 年にオリンピックが開かれる中で、災害が非常

に多いところであります。このためにインテリジェント・オペレーション・センター（IOC）

をつくって、２km メッシュで 48 時間後の気象もきちんと 100％当てるような仕組みを導入

しております。リオの人口は 600 万人、都市人口は周辺を含めまして約 1,200 万規模の非

常に大きな都市ですが、テレビカメラ、交通情報、天気情報、災害情報を全部一元管理で

きるセンターをつくり、それらの情報を可視化してリアルタイムで危機対応の判断を可能

にしました。それでは、３分間ご覧いただければと思います。 

（ビデオ上映） 

○ ●● このオペレーション・センターは昨年 12 月にオープンしたばかりで、世界で最

も進んだインテリジェント・オペレーション・センターだと思います。 

 このオペレーション・センターのように、警察あるいは消防のみならず、道路交通管制、

気象情報、市内に設置されているテレビカメラなど、あらゆるものが一括で全部見られる

横断的な仕組みをつくり、情報発信をしていくことは非常に重要なポイントだと思います。

当然、首都直下地震のときは、台風とは違った被害になりますが、いずれにしても情報発

信をどういう形でしていくのか。メディアを含めた体制整備を是非お願いしたいと思いま

す。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、ほかの委員の方で御発言ある方はお願いしたいと思います。 
 

審 議 

 

○ ●● 資料２の論点整理ですけれども、３のところに人間の問題が書かれているわけ

ですが、車をどういうふうにコントロールするかということが、最大の課題として東京に

はあるのかなと思っております。 

 これは消防と警察が連携することが大前提になろうかと思いますけれども、昨年３月 11

日に道路がどういう状況になったかということを経験しているわけですが、車が自由に動

き回ることによって、極めてゆゆしき渋滞事態を引き起こしてしまった。実際に救出救助

なり、消火活動なりが必要なときにあのような状況になれば、オペレーションというのは

ほとんど不可能になってしまうという意味で、やはり災害発生から少なくとも３時間とか
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半日とか、一定期間は車を基本的に止めるという対応をしないと、全体の状況を把握して

どういう初動体制を組むか、全く決まらないのではないかと思っています。 

 災害の発生状況がわかった後、順次車を動かすなりしていくことになると思いますが、

車については、特に首都圏の場合には地方都市があって、なるべく車を使わないという原

則にするべきではないかと思っております。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、何人かの方から御意見を伺いたいと思います。ほかにいかがでしょうか。 

○ ●● 資料２－２の論点の２ポツで、コンビナートの津波対策をどのように強化する

のか、さらっと書いてありますけれども、コンビナートは確かに危険物、高圧ガス施設を

持っていますけれども、それはそれぞれの担当の官庁の方で被災状況を調べ、現在の技術

基準の妥当性についても検討され、現状強化するべきところというのは洗い出されて、そ

れに対して消防庁、原子力安全・保安院の保安課の方から当面の対策というものが出され

てきておりますので、まずそこも検証した上で議論していただければと思います。 

 特に最近マスコミ等で、液状化、側方流動で東京湾は火の海になるという想定をされて

いる先生もいらっしゃいますけれども、あの前提になったものについては、私どもの考え

では前提に誤りがある計算によって導き出された可能性が強いと思っていますので、そこ

も含めた形で総合的に判断していただければと思います。 

○ ●● ●●、どうぞ。 

○ ●● 資料２－２で、１番目の地域防災力をどう高めていくかということですけれど

も、気になったのがさきの消防庁の資料で、例えば消防団の数が東京都の方が千葉より少

ないです。何でこうなるのかなというのと、１つは木造密集地も重要ですけれども、例え

ばこの霞が関とか新宿とか、中心市街地で消防団がやっている訓練というのは可搬型ポン

プの訓練で、あれは木造密集地ではいいのかもしれないですけれども、高層オフィスや高

層マンションなどが多い大都市に合っていない。地域特性に合った体制にはなっていない

というのがもう一つ原因なのかなと。屋外消火栓だったり屋内消火栓だったり、使えるも

ので使うというような、特性に合ったものを進めないと、なかなかこういうものは進まな

いのではないか。 

 もう一つ、３番で首都直下では津波は来ない、あの前提ではそうですけれども、次の地

震はどうなるかわかりませんので、東京都も２～３m の津波が来る、広域避難場所が河川

敷であったり海沿いであったりする、そこを本当に広域避難場所と指定していていいのか。

この前の東京都の想定も死者はゼロになっていて、あれはあくまで建物の被害と連動した

死者がゼロであって、そこにもし河川敷などに避難をしてしまって堤防の外の人が集まっ

ているところに津波が来たら流されてしまうので、津波と避難場所の指定の融合というの

は首都圏であっても考えないと、大分混乱してしまうかなというのを気にしています。 

○ ●● わかりました。 
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○末松副大臣 ２点ありまして、１点が大火になった場合、地下街とか地下鉄に逃げ込む

ということもあるのかなと、そういった位置づけはどうなっているのか。一方、地下街で

煙に巻かれたらまずいというので、地上に上がらなければいけないという、そういうとこ

ろも含めて是非位置づけをお願いしたい。 

 もう一点は、高層ビル火災です。一応スプリンクラーが作動するという話になっていま

すけれども、そのスプリンクラーの水が切れたとき、更に火災がずっと上がってきた場合

に、そういった高層のビルといいますか、東京ならではの話だと思いますけれども、タワ

ーリング・インフェルノという映画を見て非常に恐怖を覚えた方は多いと思いますが、そ

の辺について生存者の救助とか、そういったものは課題としてあるのではないかというの

がコメントです。 

○ ●● ありがとうございました。 

 できるだけ多くの御意見を出していただいて、それを幅広くこれからも検討してリスク

を少なくしていく。こういうことがいいと思いますが、とりあえず事務局の方で、今出た

御意見の中で、この場でお話できる、委員の皆様方にとって有益なお話はありますか。 

○藤山（事務局） 先ほどの広域避難の河川敷の関係ですけれども、別途首都直下につき

ましては相模トラフの検討を並行して進めております。ですから、今回の資料等はまだ東

京湾北部を前提にした形になっておりますので、津波についてはある程度できたら、この

ワーキングの後半の部分でまた御議論いただければと思います。 

○ ●● わかりました。 

 あと、常備消防と消防団の数が東京は少ないとおっしゃっていましたが、その辺りは何

かわかりますか。 

○消防庁 消防団に関しては確かに千葉の方が多いというのはありますが、東京は東京で、

東京消防庁管内は署単位で消防団をつくっておられる。ただ、全国的な問題として消防団

の数がずっと減ってきているということは、私どもも非常に課題だと思っております。そ

ういう意味では東京に限らず、消防団を更に充実していくことは非常に重要です。 

 一方で自主防災組織のところを見ていただくと、東京はまだまだ率を高める必要がある

と思いますけれども、いろんな取組みを加えてやっていますので、消防団、自主防災組織、

両面から初期消火の問題は取り組んでいく必要があるだろうと思います。 

○ ●● 消防関係の自主防災組織をもっと広範に組織化してもらおうとか、いろいろ働

きかけはされているのでしょうか。これは東京都の方でもやられていますか。 

○東京都 若干補足をさせてください。 

 消防団の数の関係ですが、今、総務省消防庁の方からもお話が出ましたけれども、これ

は東京都が大都市事務という制度をとっている特有の部分がございまして、23 区につきま

しては区がやるのではなく東京都として、つまり東京消防庁がすべてを管轄してやってお

ります。 
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 その上で、消防団も事あるときには非常勤の公務員ということになりますので、定数管

理を行っています。それは両方合わせた上で御検討いただいた方がいいのかなと。その論

はその論として、今もお話に出ましたけれども、消防団の定数を東京都でも決めておりま

すが、実はこれが充足しておりません。つまり消防団の人的な不足、装備ですとか技術的

な不足といったものを、どうこれから補強していくのかというのは課題だと認識しており

ます。 

 もう一つ、地域の防災力ということで自主防災組織、今、東京都は 77.7％という数字を

出していただいたところですけれども、これは一見かなりカバー率が高いように見えます

が、実際は組織の構成員の平均年齢が 60 歳以上の組織が 50％ぐらい占めております。 

 それから、これは同じく私どもの東京消防庁が行ったアンケートによりますと、この自

主防災組織で行っている防火防災のための各種イベントについては、たしか６割の方が参

加をしていない。もっと深刻な問題は、実際に消火訓練等を常にやっておかなければ本番

のときに役に立たないわけですけれども、４割の組織がそういった訓練をしていないとい

う現実がございます。ここら辺をどうするかというのは大きな話になろうかと思います。 

 以上です。 

○ ●● 今の話は今後の非常に重要な論点ですね。 

 お願いします。 

○ ●● ２つほどありますけれども、●●もおっしゃったし、●●もおっしゃったこと

は、やはり起きては困ることがあるので、事前にいろいろ準備しておくという点です。車

も出さない方がいいというか、出したら大変困るということになるわけですが、車のこと

について言えば避難場所が結構遠かったりするわけです。 

 高齢化の中で、車を使わなくて高齢の要援護の人を避難させるというのは非常に難しい

わけです。火災の場合には津波よりまだ時間があるということになると、車を使うという

誘惑に勝てる人がどのくらいいるのか。実際、目で見て大渋滞していて動けないというこ

とになれば別ですけれども、それまでの間はかなり使われるというか、そういうのが現実

ではないかと思います。 

 だからできるだけ広報してやらないようにすればいいんですけれども、車を使わなくて

も安全なところに行けるという、ハード面もある程度整備しない限り、なかなかソフトだ

けで対応するというのは難しいところもある。勿論できるところもあると思いますが。 

 だから現実を見なければいけないということと、コンビナートについて言えば、でも想

定外が起こるかもしれないということがあるので、起きた場合のことも我々は考えていか

なければいけないなと思います。 

 以上です。 

○ ●● わかりました。 



12 

 

 それでは、今、各委員の皆さん方から指摘された点について、どういうふうに対応策を

とるのか。今後の対応策の検討の中で十分それを加味して検討しておいていただきたいと

思います。 

 最後に私の方から、●●から先ほどプレゼンがありましたけれども、リオの場合に情報

をあそこで集めて、市民への発信のところでスマートフォンとか携帯でいろいろ警告を流

していましたが、市民への情報発信というのは基本的には携帯電話のようなものに出すと

いうことですか。 

○ ●● 携帯電話とか SNS ですね。現状では、Twitter などのソーシャルネットワーク

が一番有効ではないかと思います。 

○ ●● そこと連動させてどんどん、一人ひとりの市民に行くような仕組みをつくった

んですね。 

○ ●● そうです。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、一旦ここの区切りのところは以上にさせていただきます。 

 続いて「首都直下地震の避難者対策について」に移りたいと思います。初めに事務局か

ら資料説明をお願いします。 
 

資料説明 

 

○藤山（事務局） 資料３を御用意ください。首都直下地震の避難者対策の課題というこ

とで、何と言いましても膨大な数の避難者が出ることが想定されるので、この対応をどう

していったらいいのかということになるかと思います。 

 主な論点といたしまして、１つ目としまして、まず避難者数の数をどのように低減させ

ていくのかということです。 

 ２つ目といたしまして、避難所をどのように確保していくのか。これも絶対数が足りな

いという面がございます。 

 ３点目といたしまして、避難所に対する必要物資の供給体制をどのように確立していく

のか。 

 ４点目といたしまして、広域避難の枠組みをどのように構築していくのかということの

検討が必要ではないか。 

 ５点目といたしまして、応急住宅をどのように確保していくのか。これも絶対数が不足

すると思われます。 

 以下、２ページ目ですけれども、参考１は平成 17 年の中央防災会議の資料でございます

が、避難者数として最大 700 万人くらいがまず初日には想定される。疎開者と書いてござ

いますが、これは比率といたしまして阪神・淡路の比率をそのままかけ算でかけたもので
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ございまして、精度の高いシミュレーションではございませんけれども、絶対数としてこ

のくらいのことを考えておかなければいけないのではないか。 

 ３ページ、参考資料２でございますが、これは平成 20 年の中央防災会議の資料でござい

ます。避難者の避難場所といたしまして、23 区のそれぞれの区内の人数ということで収容

数を足し合わせていきますと、60 万人分ぐらい不足する。23 区全体でカバーし合うという

形をとっても 49 万人、約 50 万人分不足する。 

 右下を見ていただきますと、区部では不足しますけれども、やはりある程度多摩、ある

いは近隣３県も考えていかなければならないのではないかという数字になっております。 

 ４ページ、応急住宅の需給関係ですけれども、これも 20 年の試算でございますが、１都

３県における応急住宅の需要が大体 162 万戸と想定される。応急仮設住宅の供給は半年で

約 12 万戸、用地にいたしましても 20 万戸程度に限られるのではないか。実際には民間の

賃貸住宅等の空き家等の利用を考えますと、これは統計から引っ張ってきた数字で実現可

能かどうかという問題は想定してございませんが、１都３県で 92 万戸の利用ができる。あ

るいは周辺で 33 万戸の空き家、空き室が利用できれば一応いけるという、数字上の話でご

ざいます。 

 ５ページ、これは応急危険度判定士の話ですけれども、避難所から自宅が大丈夫であれ

ば戻られる方もおられると思いますが、全国から応急判定士が集まって判定するという形

で、右側の方に緑、黄色、赤という判定をしているという作業が想定されています。 

 ６ページ、東日本大震災における物資調達・輸送の課題について示しております。説明

は割愛させていただきます。 

 ７ページ、東日本大震災の場合の岩手、宮城、福島からの県外への避難数を示したもの

でございます。 

 ８ページ目は昨年５月時点ですけれども、公営住宅、民間住宅、仮設住宅等への状況を

示した数字でございます。これらを基に御議論いただければと思います。 

 以上です。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、続いて被災地の情報支援システムについて、●●から資料の説明をしていた

だきます。 

○●● 最後に付いている資料で「被災地情報支援システム『Sahana』の紹介」というも

のがあると思いますけれども、この Sahana というシステムはオープンソースと言いまして、

どこかの企業が所有しているものではなく、誰でも自由に使えるソフトウェアです。 

 ３ページを先に見ていただきたいと思いますが、2005 年のスリランカの津波被害に際し

ＩＢＭの研究員がこのシステムをつくり、ＩＢＭの商品にするのではなくて、ＮＰＯが管

理するオープンソースという形にいたしました。 

 今回、東日本大震災が発生した際、米ＩＢＭから Sahana の紹介を受けまして、日本ＩＢ

Ｍ社とＮＰＯとが協力して２つのことを実施しました。一つが日本語対応です。もう一つ
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はアンドロイド端末で利用できる形に展開することです。結果的には、岩手県の陸前高田

市の全部の避難所、山田町、大槌町など、124 か所でこのシステムが実際に稼働いたしま

した。 

 米国ＩＢＭのデータセンターから国際回線を使って、東北の被災地の避難所の状況を確

認するというクラウドサービスであります。 

 データの中身は、例えば被災者の情報、支援物資の状況、支援要求といったものがすべ

て網羅的に一覧できるような形になっています。これがない段階はどうしたかと言います

と、夕方に自衛隊員の方が各避難所をトラックで回って、必要な支援情報を集め、また戻

って配送するということをやっていましたが、Sahana を稼働することによって、自衛隊の

方が情報収集に回る必要がなくなりました。システムの利用にあたっては、まず自衛隊の

方に操作を覚えていただき、その後、自衛隊の方から各避難所の代表の方へ操作を教えて

いただきました。 

 ４ページに避難所での活用イメージを示しておりますが、このシステムを使うことによ

って全避難所の集計をして、そして必要な物資をオーダーして翌日届けるという、いわゆ

るサプライチェーンを回していくことになります。首都直下地震発生時には、やはり非常

に多くの避難所あるいは避難場所が出てくると思いますが、こういうところの情報が網羅

的に一覧できるような仕組みを、平常時から構築していくことが必要ではないかと思いま

す。 

 最後のページは実際の画面ですが、避難所の基本情報を入力し、情報を更新して、物資、

サービスの要請をすることができます。例えば、山形県では東北の各地から山形へ避難さ

れる方が、どこの市から来られて、最終的にどの自治体が費用を負担するかという情報も

含めて、このシステムが使われていると聞いております。これが１つの御紹介であります。 

 また、経団連として様々な議論を重ねてきたなかで、避難者等に関連した課題を２点ほ

ど申し上げさせていただきます。まず、１点目は、民間施設を一時滞在施設として利用す

る、これは当然協力しなければいけないわけでありますが、そのときに避難所ごとの被災

者の名簿の公表と、個人情報保護の関係を明確にしていく必要があるということでござい

ます。 

 ２点目としては、備蓄物資に係る保管スペース等の問題がございます。例えば、不動産

会社などからは、大規模ビルで保管スペースを増設するようなケースについては、容積率

を緩和する法的措置も取られるべきという意見も出ております。そうした、企業の自発的

な取組みを促すためのインセンティブを是非御検討いただきたいということが、経団連か

らのお願いでございます。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、意見交換に移りたいと思いますので、この関係で御意見をいただきたいと思

います。どうぞ。 
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審 議 

 

○ ●● 教えていただきたいのですけれども、この避難者の数というのは、本当に家が

やられて住めなくなった人が来るという前提なのか、それともライフラインが止まって水

が出ない、トイレが使えないから来てしまった人なのか、この 700 万という数はどうなん

でしょうか。原則、家が残っている人は水が出なくても、トイレが使えなくても自分でち

ゃんと３日ぐらい備蓄して、避難所には来るなというのが大前提だと思います。それをち

ゃんと啓蒙や教育も含めて国民に認識されているのか、その辺いかがでしょうか。 

○藤山（事務局） これについては、発災直後、御自宅を離れるという方々なので。 

○ ●● 家が残っても来てしまう人がいるということですか。 

○藤山（事務局） 今、御指摘の断水で家におれなくなった方も入っています。 

○ ●● これは減らさないといけないですね。家が残っている人はちゃんと備蓄をして、

来るなということを徹底してやらないと。とてもではないけれども、こんな数はさばけな

い。 

○ ●● ●●、どうぞ。 

○ ●● この専門調査会のとりまとめは私がやっていましたが、前提として、実はアン

ケート調査をやって、いろんな条件であなたはどこに避難するかというものをやった結果、

私が行くところは避難所しかありませんと答えた方の割合をベースにして考えています。

だから今、●●がおっしゃったように、家が壊れている以外にライフライン、あるいは超

高層マンションなんかでエレベータが止まってしまって、１回降りると避難所に行くしか

ないということで行ってしまう方が含まれていますから、今後どれだけ減らせるかという

課題はあると思います。 

 ただ、ライフラインが止まってしまって、食事その他が自給できないという状況になっ

たときに、実際には避難所で寝泊まりしないけれども、配食をするというか、救援物資を

配るときにはたくさん町の中から避難所へ集まってくる。 

 阪神大震災で４日目がピークで 32 万人と言っていますけれども、あれは人間の数を数え

ているのではなくて、その日の夕方に配った食事の数が 32 万食だったんです。２週間目ぐ

らいにようやく人間の管理に移っていって、寝泊りしている人が何人かと調べると、配食

している数よりも、たしか５万人ぐらい少ない人が避難所で寝泊まりをしているというの

が実態でした。この 700 万の数字をどういう位置づけていくか、おっしゃるとおりいろん

なケースがありますので、そこのルール化と言いましょうか、見極めというのは非常に大

事かなと思います。 

 ただ、物流といいましょうか、必要最小限のものを被災者に配るということと、避難所

にいる方に配るということはまったく別の問題である。つまり避難所に来ていない、自宅

で避難生活をされている方にとっても、避難所に行っている方と同じように必要な食事が

あり、必要な生活物資があるわけですから、避難所自体を被災地の拠点として位置づける
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のか。すなわち、そこが被災者に物資を配る拠点と位置づけて、そこに物を配るときには

取りに来てくださいと。どうしても家で生活できない人が学校の体育館等に泊まる。しか

し、物資の配給というのは避難所にいる方の数だけではないということを大前提にして対

応しないと、かえってパニックが起きてしまうと思います。 

○ ●● 今回の被災地でも、自宅避難で１階はやられているが、かろうじて２階で生活

しながら、でも食べ物のときだけ避難所にもらいに行くというケースがあちこちありまし

た。だから今の考え方はきちんと整理しないといけないですね。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 避難場所と避難所の違いについて、依然として十分な理解が広まっていないの

ではないかと思っています。特に東日本大震災では避難所に逃げてしまって、そこは避難

場所ではなかったので、結局津波で浸水して多数の方が亡くなられた事例もありました。 

 あれは津波だったからですが、東京の大規模火災では避難場所に逃げますが、やはり避

難所との違いがよくわかっていない人が多数いらっしゃると思っています。特に私の大学

も避難場所に指定されていますが、そこで食べ物がもらえると思っている地域住民もかな

り多数いらっしゃるのではないかと思われますので、避難場所と避難所の違いの啓発も引

き続き、まだまだ必要ではないかと思っています。 

○ ●● 釜石の鵜住居で、二次的な避難所だけれども、皆さん津波にやられたというの

があります。避難場所と避難所との違いというのは法的にもきちんと違いが明示されては

いますが、なかなか一般の市民の皆さん方にはきちんと伝わっていない。避難訓練とか、

訓練の実施の仕方にも関係しているのかもしれないですね。 

○ ●● 東北の事例では、避難訓練でお年寄りが遠くまで避難するのは嫌だから、近く

の避難所にたまたま避難する訓練をしていたので、それが頭に残ってしまって、そちらの

避難所に避難して結局亡くなっていたりします。やはり日ごろからの防災訓練ベースで、

避難所と避難場所の違いをきちんと理解してもらうという、平常時からの取組みが非常に

重要だと思っています。 

○ ●● ほかに御意見よろしいですか。●●、どうぞ。 

○ ●● どの場合もそうですけれども、高齢者の方とか、自分の足で逃げられない人と

か、情報が届かない聴覚障害者、目の見えない方とか、心に病のある方はなかなか避難す

る場所に行かれなくて、障害者の方も在宅、半壊の中におられる方も随分たくさんおられ

ました。 

 そういう意味では、災害弱者の問題について、幾つか消防庁などでもいろんな工夫をし

ていらっしゃると思いますけれども、そのことは避難の場合の念頭の中に入れて、そして

計画の中に織り込んでいただく。いわゆる災害弱者、子ども、小さい赤ちゃんを連れてい

るお母さんも含めて、大勢のおられる避難所や避難場所になかなか行かれない方々が、今

回もいろんな場所でおられました。 
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 逃げていった先で、今回もそうですけれども、自治体がだめになってしまうということ

になると、自治体そのものが移転していますので、避難元、避難先、自治体、この三者が

ばらばらの状態になります。そのことによって情報がうまくいかなかったり、いろんな問

題が起こったりしていますので、その三者の関係についてもどのようにしたらいいのかと

いうことを、事前に想定しておくことも必要なのではないかと思います。 

○ ●● ●●、どうぞ。 

○ ●● ただいまの件に関連して、今回、東日本大震災では、言わば避難者を管理する

システムということで総務省が始めて、避難先の自治体の役所に届けをして、どこの町民

がどこに避難しているか、つまり避難元が一番わからなくなってしまうので、避難元に遠

地へ避難した人の情報を受け渡す。そういうことが今回少し始まったと思います。 

 私は今回の震災の２週間後ぐらいから、遠地避難者の情報を管理するシステムをきちん

とつくらなければいけない。特に今回は福島問題で全国に被災者が飛び散っていて、現在

でもこの数字にあるように７万人の方が県外に避難をしています。一番問題なのは、情報

がまず届かなくなってしまうということ。今の災害救助法あるいは災害対策基本法のシス

テムでいきますと、さまざまな被災者が支援を申請するのは基本的に避難元、元の自治体

に申請をするというのが大原則なのですが、今は情報化社会ですから、避難先の自治体で

避難元と同じように、すべての申請受付その他サービスができるようなネットワークをき

ちんとつくっていくことが何よりも大事かなと思います。 

 それは、この論点の５番目にあります応急仮設住宅も全く同じ状況です。東日本で言い

ますと、見なし仮設ということで救助法の応急仮設住宅、プレ協がつくるもの以外に、民

間の空き家、賃貸マンション等を使っていて、いわゆる応急仮設住宅が５万 3,000 戸ぐら

いで、見なし仮設が同じ数５万 3,000 戸ぐらい現在運用されていると思いますが、外部か

ら見ていると、この見なし仮設の人たち、マンションのどこかに引っ越してきた人は、被

災者かどうかなんて全然見分けがつかないんです。そうしますと、いろんな意味で情報も

疎くなり、さまざまな支援も薄くなっていくということで、被災者の間に格差が非常に出

てくる。 

 もう一つ、何よりも見なし仮設が、今回東日本で言うと地域から被災者を引きはがす最

大の要因になっています。仮設というのはその次の復興へ向けての足がかりの仮設だと思

いますけれども、復興というのを地域まちづくりとして展開するためには、被災者の仮設

の情報、どこに住んでいるかという情報というのは極めて重要になってきますし、また、

復興に向けて被災者の方の合意をとりつける上でも、極めて重要な状況をつくり出します。 

 したがって、首都圏の場合には量が足りませんから、既存の空き家、空き室を積極的に

使うということをしなければいけないのですけれども、復興の足がかりとして復興へつな

げる仮設の在り方としては、どういう仮設、仮住まいの在り方がいいのかということをき

ちんと考えないといけない。その仮設を迅速に早く供給するということだけを考えてしま
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うと、その次の復興へ向けての取組み、あるいは復興へ向けての個人への支援が非常にや

りにくくなってしまうところがあると思います。 

 東京都は阪神大震災の後、復興マニュアルというものをつくって、事前に復興対策を検

討している。その中で時限的市街地という提案をしているんです。これは首都圏の場合に

一番仮設で問題になるのは土地ということで、火災で焼けてしまって、恐らく復興が必要

になるであろう密集市街地の焼け跡を言わば有効に使って、そこに復興に必要なキーパー

ソンの方にはとどまってもらいながら復興に向けていく。したがって、民間の土地等を一

旦借り上げて、そこにむしろ積極的に仮設住宅、仮設店舗、仮設作業所をつくり、そこで

生活の仮の立て起こしをしながら復興へ向かっていく。そういう発想での提案を組み込ん

でいるんです。これをもう少し現実性のあるものに組み上げていくことが、私は何よりも

重要かなと思っています。 

 説明会をやろうにも、相手が散ってしまっていて説明会もできないということは、永遠

に復興のまちづくりに手が届かないということになってしまいますので、特に首都の場合

には仮設住宅のつくり方というのが、復興にリンクした形で考えておくことが非常に重要

ではないかと思っています。 

○ ●● ありがとうございました。今のは避難されている方への情報を届けるやり方と

いうか、避難者の把握ですね。ここはひと工夫要るような気がします。昨年、総務省で法

律をおつくりになって、住民票を移された方にはそこにできるだけ情報を届けるようにし

てありますが、どうしても日本の今のやり方だと避難者の方から届けていただかないと、

なかなか把握できないような形になっていて、そこをいろんな形で工夫できないかなと思

います。これも１つの大きな論点ですね。 

○ ●● もう一点だけ付加すると、この非常災害時に個人情報保護をどこまで原則守る

のか。個人情報であるがゆえに持っている情報が全く有効に使われない。例えば災害時要

援護者の方の情報というのは、いっぱい福祉部局その他ありますけれども、なかなか有効

に使われていない。 

 東日本で言うと、だれがどこの仮設に入ったかというのはわかっている。しかも今回は

公平ということでかなり抽選を使っているんです。わかっているけれども、それは個人情

報だから出せないということで、実際に仮設に入っている人は、隣はだれのだれさんか全

くわからない状況ということで、自治会づくりから始まるみたいなことは非常にもどかし

いといいましょうか、無駄な時間を食っているところもありますので、個人情報保護法を

こういう災害時にどういうふうに運用するかということも、重要な検討課題ではないかと

思います。 

○ ●● 中野区の条例で、災害のときの個人情報の取扱いについて、たしか地域の自治

会の方にお流しできるように、そこをいろいろ工夫されておられました。そんなのは参考

になりますね。 

 ●●、どうぞ。 
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○ ●● ●●おっしゃるとおりのことですけれども、被害想定とか避難者の数にしても、

避難行動と避難生活を切って考えているんです。その連続性が余りないんです。 

 避難で、例えば火災で今度のような広域火災を想定すると、特に高齢化で、私自身が高

齢者になったせいもあるんですが、恐らく避難生活には耐えられないような状況になると

思うんです。これは避難所のいろんな空間的な、あるいはさまざまなサービスを見てみる

と、とてもではないけれども、高齢者は耐えられないケースが多い。その家族も恐らく面

倒を見るために、かなり広域に避難することが当然起きてくるわけです。そうすると今の

ようなシステムではうまくいかない。 

 つまり避難行動でもうかなり広域に行ってしまうと、どんどん安全な方向に行ってしま

う。どんどん広域に行ってしまうと、その人たちは避難者に余り入っていない。疎開者に

入っているのかもしれないけれども、これは余り把握できないわけです。だから●●が言

ったとおりなんですが、まさに避難してきた人を受け入れて、できるだけそこでケアをし

て、それで地元の自治体との連携をうまくとりながら戻してあげるという、そういうこと

をしないといけないわけです。 

 もう一つ、復旧・復興まで考えると、復旧・復興はきっかけです。だから、震災をきっ

かけにして元に戻らない、特に被災のひどかったところには全員が戻ることを考えないで、

避難した先で定住することも当然考えながら、サービスを展開していかなければいけない

と思うんです。そういう意味からすると、今のいろんな対策のネックは、各フェーズでぶ

つぶつ切っていくんだけれども、それが実際は１人の人間としては連続している。そうい

う連続したものをやっていかないと、対策としてうまく回らないのではないかという気は

いたします。 

○ ●● わかりました。 

 どうぞ。 

○横浜市 要援護者と個人情報の問題というのは、いろんな段階で課題があると思います。

１つ私どもが苦労しているところを紹介したいと思うんですが、要援護者、先ほどの資料

２－２にも課題として挙がっていましたけれども、要援護者の支援をするには事前にどこ

に、だれが、どういう方がいるかというのを把握しておかないといけないんです。これは

行政だけでできませんので、例えば地域の自治会なんかが把握をしておくとか、あるいは

消防団が把握しておくとか、ところが、今の個人情報保護法ではそれができないんです。

情報提供ができない。人命に関わることでしたらできるわけで、それは災害が起きてから

なんです。起きてから情報提供しても遅いわけです。それは事前にどこにどういう方がい

るかという名簿を共有しないといけない。ところが、それがなかなかできないので、例え

ば中野区とか渋谷区は条例をつくっています。 

 私どももその条例をこれからつくるところですけれども、事前にそういう情報を出せる

ようにしたい。ただ、そういう自治体ごとにそれぞれが条例をつくってやるということだ

と、スムーズに進まないのではないかという気がしますので、その辺は国として今、何か



20 

 

考えていらっしゃることがあれば、お聞きをしたいなと思いますし、何とか自治体のレベ

ルを超えてそれがうまいことできないかなと思っています。 

○ ●● これから条例をつくるのですか。 

○横浜市 そうです。 

○ ●● やり方は大体、中野と同じようなものですか。 

○横浜市 渋谷、中野を参考にしながら考えています。 

○ ●● わかりました。 

 事務局の方では何かありますか。 

○原田政策統括官 災害時要援護者名簿だとか、災害が起こった後の被災者台帳に絡んで、

個人情報保護の問題があることはいろんなところで聞くんですけれども、もともと公共団

体に関わる個人情報保護については条例の世界に任されているので、我々はどういう条例

をつくるか、あるいはその条例をどういうふうに解釈、運用するのかという問題だと基本

的には思っています。 

 現にいろいろ工夫しながらこの問題をクリアーしている公共団体もあるので、基本的に

は条例の制定あるいは解釈、運用の問題だと思っていますが、一方でいろんなところで何

とかしてほしいという話も聞かないわけではないので、これは被災者台帳とか災害時要援

護者名簿の制度化、災害対策法制の中での制度化を一方で考えているので、その中で条例

の問題にどこまで立ち入れるか難しい問題ですけれども、場合によっては立法的な解決を

図るというやり方もあると思って、これから検討したいと思っています。 

○ ●● これは要検討ですね。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 論点のところで応急危険度判定があって、被災度区分判定が抜けていると思い

ます。全壊か、半壊かで補助金の額がかなり違うというのがあって、過去の震災で問題だ

った思うのは、全壊には取り壊しにも補助金がついたので、そうすると判定に微妙なもの

はみんな全壊になり、どんどん取り壊してしまう。東京の場合には圧倒的に数もスペース

も足りないので、なるべく取り壊さないで使い続けるというインセンティブが必要と思い

ます。 

 あと応急危険度判定などはできる人の数が足りないというのがすごく問題になると思い

ます。地元の建築士なども動員して、地域のことは地域で活用するとか、その辺のあれが

ないと物すごい時間がかかることになってしまうと思います。 

○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、ここの部分はここまでにしておきまして、また最後に何かございましたらお

っしゃっていただければと思います。 

 続いて「首都中枢機能確保対策について」に移りたいと思います。初めに事務局から説

明をお願いします。 
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資料説明 

 

○藤山（事務局） まず初めに資料４をごらんください。前回、各省庁の業務継続計画を

有識者からヒアリングしていただきまして、大臣からもお話がありましたように非常に不

十分であるという御指摘を受けて、首都直下地震対策局長級会議ということで、その場で

申し合わせといたしまして、三か月に一度申し合わせで見直しを図っていこうということ

をしていますが、その指摘を受けまして、今年度中をめどにできることからやっていくと

いう形で、各省庁に申し合わせをして整理したものが資料４でございます。 

 それと同じような問題整理ということで、非公開資料１－２をお手元に御用意ください。

各省庁の局長級からなる首都直下地震局長級会議から当ワーキンググループに対しまして、

首都直下地震に際しての業務継続のための取り組むべき項目について整理をいたしました

ので、ここに報告をさせていただくという形で文章にしてとりまとめたものが、この非公

開資料１－２でございます。 

 本日はこの報告につきまして、もう一つの非公開資料１－１、パワーポイントに要点を

まとめておりますので、これを使いまして御説明をさせていただきたいと思います。 

 １枚めくっていただきまして、まず政府全体、社会全体としての業務継続体制の構築と

いうことですけれども、各省庁の業務継続計画を見ますと、優先的に取り組むべき業務が

必ずしも明確になっていない。各省庁の判断でばらつきがある。その問題はどういうとこ

ろにあるのかというと、政府全体としての取組方針というものが明確になっていないので

はないかと考えました。 

 非公開資料１－２の一番最後のページを見ていただきたいと思います。参考として案を

掲げさせていただきましたが、政府業務継続方針ということで、政府として維持すべき必

須な機能として、例えば内閣機能の維持、被災地への対応、国民生活基盤の維持、経済・

金融の安定、防衛機能・治安の維持、外交機能の維持を大きな柱として、必要な必須機能

を方針としてまとめるべきではないかという話でございます。 

 またパワーポイントの方に戻っていただきまして、こういう形で政府全体としての方針

を定めて、それで実態的なオペレーショナルレベルでは、それに基づきまして各省庁が業

務継続計画をつくる。一番下に国から事業者までの取組みと書いてございますけれども、

指定公共機関あるいは民間企業の場合でも 40％が今 BCP の策定状況になっておりますが、

それも個別ばらばらといいますか、全体として機能するのかといったら、そういう形には

なっていないということもございまして、それぞれの業界あるいは分野ごとに系統立てて

機能できるような業務継続計画の形に階層化して、連携をとっていく必要があるのではな

いかという提案でございます。 

 ２．国家としての情報発信体制の確保ということで、右側に対被災地、対国民、対市場、

対海外と書いてございますけれども、情報発信の仕方によって、首都直下の被災の状況の

伝わり方で非常に大きな影響を及ぼすということで、事前に情報発信の内容について準備
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といいますか、整理をしておく必要があるのではないか。また、マスコミ等の協力と書い

てございますが、混乱の鎮静化や風評被害の防止などの観点から、NHK あるいは民法各社

を通じまして、それらの防止のための事前準備も必要なのではないかという話でございま

す。 

 ３．業務継続のための必要資源の確保ということでございますが、各省庁の BCP はまだ

不十分。そのネックとなっておりますのが要員の確保。それと、これは住居も含めまして、

部局間の協力というもの。庁舎の確保も耐震性が低いもの、あるいは非常用の電源の問題、

合同庁舎単位での検討が必要だという指摘をいただいております。当然のことではありま

すが、情報システム機能確保もしっかりやっていかなければならない。 

 ４．政府全体としてのバックアップ機能の確保方針ということで、官邸が使用できない

場合ということで、東京圏内のバックアップ方針といたしましては内閣府、防衛省、立川

の広域防災基地という設定がされておるわけですけれども、先般のヒアリングの状況を見

ますと、各省庁は代替地点として立川に官邸機能が移った場合に、それに対応できる状況

にはなっていない。すべてではございませんが、部分的にはなっていないという問題があ

るので、そういう想定に立って準備をしておく必要があるのではないか。 

 また、東京圏外でのバックアップ機能の確保ですけれども、現在は想定されておりませ

ん。各地方で大規模災害が起きたときの現地対策本部を設置する予定箇所、あるいは各省

庁の地方支分部局が集積する都市といたしまして、ここに掲げている都市などがあるわけ

ですが、それらを代替拠点としてまず用意をしておいて、被災の状況に応じて代替拠点と

すべきところを決定するなどの対策の準備が必要なのではないかという話でございます。 

 ５．PDCA サイクルの確立。これは今まだ各省庁の業務継続計画は全く不十分な状態です

ので、改善を加えていくために有識者からの御意見をいただきながら常に改善をしていく

システムが必要であろう。 

 全体のその他でございますけれども、これはライフラインの関係といたしまして、首都

中枢機能が非常に厳しい状態になったとき、そもそもライフラインの復旧の優先順位の明

確化がまず要るのではないか。もう一つ、発災時にライフラインの例えば燃料の確保、あ

るいは通行車両の確保、通信の確保等について、あらかじめ具体化しておく必要があるの

ではないかというようなことを提案させていただいております。 

 この局長級会議の座長を務めました内閣府審議官から、一言説明を加えさせていただき

ます。 

○ ●● それでは、内閣府審議官、お願いします。 

○松山内閣府審議官 内閣府審議官の松山でございます。先生方にはいろいろ御指導をい

ただいております。ありがとうございます。 

 私から２点だけ申し上げたいと思います。今、参事官の説明にございました２ページ目

の絵がございますけれども、そのピラミッド、各省庁にはこの中ほどの業務継続計画の部

分をどういうふうに取り組んでいくか、つくっていくかということを議論してもらってい
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るわけですが、その中でも政府業務継続方針という政府全体としての優先順位、こういう

ことを各府省共通して重視していくべきであるという全体方針を示していただくことは、

不可欠だなという感じを強く持ちました。 

 その意味で当ワーキンググループにおかれまして、この政府業務継続方針につきまして

これから方針を決めていただくという方向で、検討をお願いしたいと感じております。 

 もう一つは、各省庁の業務継続計画でございますけれども、参事官からも申し上げまし

たように、●●、●●始め、有識者の方にヒアリングを各省庁していただきました。不十

分な点がやはり多々ございます。取組みが緒に就いたばかりということでございまして、

これからいろいろまたこの有識者の皆様に御指導をいただきながら取り組んでいく必要が

ございますが、その中でもとりわけ先ほどの要員確保のための宿舎でありますとか、情報

発信のための体制でありますとか、バックアップの方に移行した場合の庁舎、宿舎の問題

ですとか、そういう個々の役所で取り組むにはやや限界のある部分がございますので、そ

ういう各省庁共通的課題について、内閣府としても必要な調整等々を行ってまいりたいと

感じております。 

 私からは以上でございます。 

○ ●● ありがとうございました。それでは、意見交換をしたいと思います。 

 
 

審 議 

 

○ ●● 私の方から口火ですが、１つは今、事務方から説明があった、審議官もお触れ

になった非公開資料１－１の絵ですが、大きな１番が政府全体として、あるいは社会全体

としての業務継続体制。大きな２番は政府ではなくて国家としての情報発信体制。ページ

めくって４番目は政府となって、政府と国家というふうに言葉があるんですが、恐らく、

ここで考えるのは国家が継続していくために何をするかで、どうしても国会のことについ

ては政府として触れづらいということで、１番が政府や各省庁の業務をどう継続するか。

だけれども、２番は国家として情報発信体制をどうしていくか。４番はバックアップ機能

ということになるのでどうしても政府として立川をどうするか、そういう話になると思う

んです。 

 ですから、十分事情は理解いたしますが、１番の特に業務継続体制が国家として、きち

んとするということを、国会の事務局とよく話をされて、同じレベルで国家として業務継

続体制がきちんとつながっていくという問題意識を、共有しておかないといけないのでは

ないかと思います。 

 もう一つは、宿舎の問題とかいろいろありますので、そういった内閣府で解決すべきと

ころをバックアップしていきたいと思います。 
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 あと、いずれにしても訓練をやらないとだめなので、とにかく非常招集をやってみると

いう辺りも内閣府が声をかけないといけないと思うので、とにかく訓練をしっかりと日ご

ろからやっておくという点についても、またリーダーシップをきちんと発揮していただけ

ればと思います。 

 ほかに委員の方から御意見をお願いします。●●、どうぞ。 

○ ●● 前回の資料で非常に印象に残っていたんですが、中央省庁の建物内の什器の固

定率が非常に低かったように思いました。今回の資料だとそれについては項目出しが薄ま

っていますが、室内の安全性については基本中の基本で、業務に従事してくださる方がけ

がのない状態でスタートラインにつくというのは本当に重要なので、ここ１～２年でも庁

舎の中の背の高い什器の固定率を 100％にするぐらいのスピード感で、最初に取り組む必

要があるのではないかと思っています。ですので、早急に点検していただいて、固定して

いないものは固定するということを１年ぐらいでやっていただいた方がいいのではないか

と思っています。 

 以上です。 

○ ●● ●●、どうぞ。 

○ ●● 私自身、霞が関によく伺っていますが、霞が関では紙媒体での業務が多過ぎて、

バックアップ体制がとれるのか非常に疑問に思うことがあります。データをデジタル化し、

どこからでも仕事ができるような環境も必要でしょうから、紙をどうやって減らしていく

のか、そしてデジタル化していくかを、是非ご検討いただければなと思います。 

○ ●● 業務全体の見直しに通じますね。わかりました。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 関連して、デジタル化するときにフォーマットが各省庁ばらばらだとつながら

ないんです。だから被災時には共通の土俵でフォーマットがすぐに取れるようにしないと

全くつながりません。あるいはラインが違うのでつながりませんでしたということになっ

てしまいます。 

 あと、この中で自治体が見えないんですけれども、自治体の連携もどうやってつながっ

ていくのか見えた方がいいかなと思います。 

 ついでに、天井は大丈夫ですか。什器だけではなくて、今回は天井も大きな問題でした

ので、是非見直していただきたいと思います。 

○ ●● わかりました。 

 ●●、お願いします。 

○ ●● まとめのパワーポイントの４ページ目、バックアップという議論は我々もして

きたんですけれども、イメージがなかなか伝わらないところがあります。 

 本来、業務継続計画というのは、国の場合には日常業務をいかに確保するかということ

が最大の課題です。言わずもがなですけれども、先ほどの非公開資料１－２の７ページ目

の政府業務継続方針の中で、先ほど●●がおっしゃいました国家としての立法機能の継続
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というのが入ると７項目になりますが、２番目の被災地への対応のみがいわゆる災害対応

で、そのほかはいかに被災した状況の中で平時の国家としての業務を継続するかという課

題です。片やバックアップの議論をするときに何を移動させて、つまり、被災地から離し

てバックアップするのかというのが混同しているんです。 

 先ほどのパワーポイントの４ページを見ますと、移動する拠点というのが３つ出てきて

いると思いますが、一番上に緊急災害対策本部が代替拠点もという話が書いてありますし、

２行目の左側は現地災害対策本部というものがあるんです。これは現地災害対策本部とい

うのは被災地にあるのが現地災害対策本部です。その右側に業務継続をする代替拠点とい

うものがあります。これが先ほどの政府業務継続方針の項目で言うと、被災地対応という

のが左の現地災害対策本部で、右側が内閣機能の維持から始まって平時のというよりも、

通常の政府業務をいかに継続するかということです。 

 私はバックアップで被災地外に移すことによって、より効果的に展開できるとすれば、

右側の平時の業務を被災地から離れて着々と業務継続する。47 都道府県のうち本当の被災

地対応が必要なのが、先ほどの東京湾北部地震で言えば１都３県、残りの 43 都県に対して

国としてきちんと対応をすることが何よりも大事な国の課題だと思いますので、それをむ

しろ域外に展開するというのが重要で、現地対策本部というのは被災地で被災した自治体

と連携して、どういうふうに被災者対応をし、復旧・復興へ向けていくか。これは現地を

離れることは、私はあり得ないと思っています。 

 したがいまして、問題は緊急災害対策本部が両にらみで仕事をしなければいけない。言

わばこれが災害対応の内閣の機能だと思うんですけれども、これがどこに行くかというの

が最大の課題で、日常の業務も監督しながら災害対応も監督しなければいけない。緊急災

害対策本部という看板だけ出すと災害対応という本部ですけれども、そこにいるメンバー

というのは実際には平常業務をすべて決めていかなければいけない人たちですから、この

平常業務と災害対応業務を空間的に切り分けたときに、緊急災害対策本部をどこに持って

いくかというのが一番大きな課題だと考えています。 

 そういうふうに考えると、この下の３つの絵というのは、まだまだ検討が不十分で、平

常的な業務をどこへ展開するかということと、現地災害対策本部は被災地の中で、有明の

広域基幹的防災拠点が全然書かれていないんですけれども、あれをどういうふうに活用し

ながら被災自治体と連携して災害対応しつつ、重要事項が決定できるような機能をどこで

維持するのか。その空間的なイメージも含めた機能の分担を、もう少し詰めて考える必要

があるかなと思います。 

○末松副大臣 有明の防災センターは現地対策本部ですけれども、●●にお聞きしたいん

ですが、例えば緊急災害対策本部というのも現地対策本部というのも、基本的には同じよ

うなことを実際にはやるのではないかと思うんです。それを両者に分けてやると非常に効

率性が悪いというか、単に現地は現地ということで別途東京以外だったらありますが、東

京においてそれを分けることのメリットというのは少ないのではないか。逆に弊害が多い
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のではないか。いろんな資材とか人材を分けていくことの不効率性というか非効率性を考

えると、例えば合同対策本部みたいな形にして１か所にやった方が、より集中的にいいの

ではないかと思うんですけれども、その辺はいかがですか。 

○ ●● 国がやるべき業務と被災した地方自治体がやるべき業務と、そこの役割分担、

仕分けをどういうふうに考えるかということだと思うんです。有明の基幹的広域防災拠点

というのは調整をして協議をする場となっていて、それぞれの自治体は都庁であり、神奈

川県庁に対策本部があって、各自治体に対策本部があって、実際の現場対応はしているわ

けです。そうすると、すべての有明から発してというよりも、それぞれ自治体の本部で対

応していることをまさに情報共有化して限られた資源、限られたさまざまな情報等を共有

化しながら、いかに効率的に展開するか。基本的に災害対策基本法は独自でやれというの

が原則で、足らなくなったら上へ応援を要請するということですけれども、その応援要請

も含めて、国が首都圏全体としてのどういうコーディネーションをしていくか。その現場

が現地対策本部だと思うんです。 

 緊急災害対策本部というのは、必要があれば各県の本部長なり本部長代理を呼ぶことは

あるにしても、内閣府を中心として、総理大臣を中心として、国としてさまざまな決定事

項をつかさどるところが緊急災害対策本部だと思いますので、一緒にやればうまくいくと

いうことでも私はないと思っているんです。だからより現場に近いところで災害対応の資

源の配分も含めたコーディネーションをしていくという意味では、緊急災害対策本部と現

地災害対策本部は、勿論連絡は密になっていなければいけませんけれども、場としては２

つあった方がいいと思っています。 

○ ●● 現地対策本部は勿論東京都の方もおつくりになる。これは災害対策基本法上も

そう分かれているんですけれども、国の緊急対策本部が一番上にあるんですが、それと国

の現地対策本部のところもきちんと切り分けた方がいいと。 

○ ●● そうですね。阪神大震災以降、国のさまざまな判断というのは被災地で、現場

で判断すべきであるということで現地対策本部制をとって、有珠山のときにある意味でう

まくいって、それ以降、国が現地災害対策本部を設置してコーディネーションしていくと

いうのがルール化されたと思うんですけれども、これは首都圏であっても同じではないか

と思います。 

 多分、業務の内容のきめの細かさといいましょうか、その違いというのは出てくると思

いますので、初動のときというのは現地対策本部よりも、緊急災害対策本部の方が重要に

なるかもしれませんが、人と物が動き出すと、それを全部緊急災害対策本部でやるのでは

なく、現地災害対策本部で人と物を動かしていく、情報も動かしていくことが重要になっ

てくるのではないか。 

 国の現地対策本部というのは、実は各自治体の代表が集まってきて、コーディネートす

る場ということでつくられています。 
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○ ●● それは東京都知事を本部長とする東京都の災害対策本部と、きちんと密になる

という意味ですか。 

○ ●● そうですね。だから有明をつくったときのイメージというのは、有明と霞が関

が緊密につながっていると同時に、有明と新宿、有明と横浜、有明と千葉というのが連携

して、各自治体での対応も入ってくるし、国の対応も入ってきて、そこでコーディネーシ

ョンをしていこうという発想だったと思うんです。それを霞が関につくるのではなくて、

有明につくるということで、有明ともう一つ扇島と２つで首都圏の基幹的防災拠点にした

んですが、扇島の方は物流拠点ということで物を動かす配分するといいますか、コーディ

ネーションをする場で、有明の方はむしろ物よりも情報をコーディネーションして、決定

していく場というふうに確か役割を分けていたと思うんです。 

○ ●● 関連して、国の緊対本部と現対本部の切り分けですけれども、うまく切り分け

ないと心配されているとおり、非常に混乱するわけです。どうやって基本的に分けるかと

いう、その考え方を整理してオペレーションをちゃんとやっておかなければいけないんで

すが、私は目標設定とか資源配分というのが緊対本部の一番大きな役割だと思うんです。 

 オペレーションは現地の事情をいろいろ踏まえて調整をしている。そこで資源が足りな

ければ緊対本部に要請をしていく。どこまで資源配分ができるのか。例えば自衛隊 10 万と

言うんだけれども、10 万では足りないときにどこまで配分するか。これは緊対本部でやら

なければいけない。さまざまな重要な決定、基本的な方針は緊対本部でやらなければいけ

ない。でも、そこがオペレーションも一緒にやると大変混乱するし、オペレーションと基

本方針を一緒にぐちゃぐちゃにすると大変困ったことがたくさん起きるわけです。どうし

てもオペレーションに引っ張られるわけです。だからそれは分けなければいけないという

ことです。 

 その分け方がうまくいかなくて、緊対本部の例えば本部長が直接いろんな細かいことま

で、オペレーションまで言い出すと、恐らく基本方針のところはうまくいかない。そうい

う問題なので、それは具体的にどこで切り分けていくのか検討する。そういう負荷の分散

という観点が１つあるんです。分散させるときにどこで切り分けるか。オペレーションと

基本方針あるいは資源配分みたいなところというふうに分けた方がいいのではないかと思

います。 

○末松副大臣 今、●●がおっしゃられたのは、例えば具体例ですけれども、43 都道府県

からいろんな支援が来た場合、例えばカウンターパート方式で、この地域には何々県が入

ってくれというのをやります。そういう割り当てはどちらでやるんですか。 

○ ●● そういうものはどちらかと言うとオペレーションに入るわけですけれども、オ

ペレーションは事前の計画なしにはうまくいかないわけです。だからそういうどこにどう

いうふうなカウンターパートを設置するかというのは、これはある程度被害想定もできて

いるわけですから、それに沿ってできているところもあります。消防のように、ここの部

隊はここにというふうに、だからそういう計画なしにやろうとすると、非常に無理が生じ
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る。でもオペレーションを緊対本部でやるというのは非常に難しい面があるので、それは

やめた方がいい。でも、そのためにはオペレーションがちゃんとできるような素地がない

と、基本方針だけ決めると言ってもうまくいかないわけです。だからオペレーションがち

ゃんとできるような体制をつくった上で、その役割を切り分けることが必要だと思います。 

○末松副大臣 事前に全部決めておくという。 

○ ●● ある程度決めておいて、そのパターンも含めて決めておいて、それでありなが

ら調整をしていく。実際に起こった被害は違うので、それは現地の本部で調整する。それ

は被災地の状況をよく知っているところが調整しないといけない。それは非常に広域で起

こった場合に、それ全部を緊対本部でやろうと思ったらパンクをするし、できないことを

やるはめに陥る。 

○ ●● 応援を迎え入れるというのもありますし、先ほど来の避難者をどこへ一時的に

退避するかということについてもオペレーションだと思うんですけれども、そうしたさま

ざまなオペレーションというのが、やはり現地対策本部でやるべき課題となろうかと思い

ます。 

○ ●● ●●、お願いします。 

○ ●● 先ほどの経団連の●●がおっしゃった紙を少なくしようというお話は、私も大

賛成でございますが、その紙を使う通信の中で１つ FAX だけは残しておいた方がいいので

はないか、重視した方がいいと思っております。 

 というのは、こういう書類の欄外にぱっと手書きで緊急時に書いて、ぱっと送って、そ

れを取った人がすぐ持っていけるというような、この FAX のよさというのは画面の前に立

って、キーをたたくなど何か操作をしなければいけないというのとはまた違うよさがある

と思いますので、よくコンピュータの方で充実をさせていこうというときに、つい FAX が

昔の時代のものというイメージを持つ場合があるので、それを申し上げておきたいという

のが１つです。 

 もう一つ、今の霞ヶ関の行政機関のバックアップ機能については、これがないといざと

いうとき中心が倒壊してしまったときにどうにもならないということで、必要だと思うん

ですけれども、ただ、住民の立場から考えたときに指揮官がそのときだれなのか迷わない、

だれの言うことを聞いたらいいのかということを住民が迷ってしまうような体制だけは避

けた方がいいと思っているんです。 

 指揮官が緊急時に海外に行かれているとか、急病で動けなくなることはあるかと思うん

ですが、それでもあくまで指揮官はこの人という、ある一人の人を決めておいて、その人

がどうしようもないときに、動けないときにどうするかということを、そういう意味の人

材のバックアップというのは必要だと思います。しかし、常に同時に複数存在する状態、

指揮官が２人、３人常時存在しているというのはどうかと懸念しております。 

 先ほど●●がおっしゃった訓練を常にする。お忙しいと思いますけれども、訓練してい

ただいて、それでどうしても足りない部分について補充しておくことが必要なのではない
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か。まして、これから仕組みが充実して、リアルタイムでいろんな情報がもっと速やかに

入るということになった場合に、こちらの指揮官の言うことと、自分たちの身近なところ

にいる指揮官の言うこととずれがある、どちらを聞いたらいいんだろうということになっ

たとき、混乱が起きるのではないかと思います。 

 基本的な初期対応が、例えば政府の連絡を待っていたら間に合わないような状況では、

身近なところにいる身近な組織の長の指示が有効かと思うんですけれども、あくまで国が

決めて指示を出していくということを基本に、そのほかの人材を考えられたらどうかと私

は思います。 

○東京都 ちょっとお話させていただきますが、バックアップの関係ですけれども、これ

は出ます被害想定の規模ですとか、バックアップの後の首都機能の復旧・復興をどうする

かという視点でも、御検討いただいた方がありがたいと思っております。特に被害想定は

私ども先に出させていただきましたが、東京湾北部の地震についても、多摩直下地震につ

いても、絶対値の規模としては看過できないような被害になりますけれども、さりとて、

それによって首都の機能というのは完全に麻痺してしまうのかというところまでは、そこ

までは至らないのではないかというのが正直な感想です。 

 それから、当然この東京を始め、首都圏の中にこれだけ人や物が集積している中で、バ

ックアップの後になるべく早く、迅速にそれを回復させて、首都機能を戻すということも

当然お考えになっていただく必要があると思いますが、その際には現場の復旧・復興も考

えながら首都機能の回復ということも考えていきますと、ここの図で出ておりますとおり、

立川というのは勿論ありがたいですし、東京圏外ということで大阪、名古屋、仙台、札幌

は否定するものではないんですけれども、これは一足飛びし過ぎるのではないか。やはり

より近いところ、首都圏の直下、被害想定を言いましたけれども、同時多発が仮になけれ

ば、もう少し候補地といったものも近いところでお考えいただくことも必要ではないかと

いうことだけ、意見として申し上げておきます。 

○ ●● 今の点は、秋にまた被害想定がもう一回出たところできちんと議論したいと思

います。 

○ ●● 非公開資料１－１の３ページ目で情報発信体制ということですけれども、これ

は発信体制だけではなくて収集発信体制だと思います。 

 今までの議論を聞いていますと、情報をどう把握して、どう出していくかが一番重要で

ある。これまでの議論でいきますと、そういう情報がある、それを出すという情報インフ

ラがあるという前提での議論になっているような気がしますが、本当に首都直下地震が来

れば、多分コンビナート地帯の工場は自動停止します。発電所も止まります。そうすると

情報インフラのもとである電力もない可能性も強いと思います。 

 それから、昨年の地震のときでも、この東京ですら携帯電話もつながらない。被災地の

方々は多分、携帯の通信局が流されてしまっているから携帯なんか全くない状況になる。
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ということは、この情報インフラをどう確保するかということが、多分これから重要にな

ると思います。 

 そのときに、どことどの手段を使って構築しておくのがいいのかというところも考えて

いっていただけると、いろいろ情報の集め方、出し方というのはもう少し整理がいくので

はないかと考えておりますので、お考えいただければと思います。 

○ ●● 一言だけ言い忘れましたが、バックアップで拠点を動かすということは、机だ

けが行くのではなくて、職員が一緒に行く。職員が生活をしながら仕事をするということ

ですので、軍で言えばまさにロジスティクスとして何人の兵隊をどこへ動かしてオペレー

ションするか。そのバックアップというのは先端だけではなくて人を動かすということで、

その生活基盤をきちんと考えないと、多分バックアップしてもうまくオペレーションでき

ないので、このロジスティクスということをきちんと組み込んでおかないと、机上の空論

になってしまうかなと思います。 

○原田政策統括官 今後の議論で御参考までに、説明を省略してしまいましたが、非公開

資料１－２の４ページの下を見ていただくと、これは●●の御心配はほとんどクリアーし

ていると思うんですが、（４）①の最後のパラグラフ「代替拠点先における業務は、政府

業務継続方針に則り、国家として必須な業務にできる限り限定することとし、移動する職

員も極力限定し、受け皿となる代替拠点もできる限り小規模なものとすべきである」。恐

らく●●の御心配は、ほとんどここら辺でカバーできているのではないかと思います。 

 もう一つ、東京都に誤解のないように申し上げておきますけれども、これは首都機能の

移転ではありませんので、帰ってくるとか帰ってこないという話はないので、首都は東京

ですから、たまたま東京で機能が継続できないときに、どうやってどこかでバックアップ

するかという話なので、首都が戻ってくるとか戻ってこないという議論ではないです。 

○東京都 勿論それはわかっていますけれども、要は迅速に回復するためには近い方がい

いでしょうということです。 

○ ●● ●●、どうぞ。 

○ ●● 首都直下地震の中でも、場合によっては緊急災害対策本部や現地対策本部が設

置されない場合もあるのではないかと個人的には思っています。というのも、内閣府の首

都直下地震被害想定では 18 パターンの震源モデルをつくってやっていましたが、その中に

は震源が都心部から遠いものもあり、活断層型地震の場合でも立川断層以外の断層ではか

なりローカルな地震なので、そういうものは緊急災害対策本部までをつくる必要があるの

かどうか、常々疑問に思っていました。 

 ということで、これは地震が起こってみないとマグニチュードとかいろいろ変わります

からわかりませんが、少なくとも今、出している 18 パターンに対して、これは緊急災害対

策本部がつくられるとか、現地災害対策本部が要るとか要らないとかどことか、そういう

ものも含めて計画しておく必要があると思います。それを外部に公表するかは別ですけれ
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ども、内部的には一応この規模だったら緊急災害対策本部はつくるものなんだなという共

通認識というのは、必要ではないかと思っています。 

 以上です。 

○ ●● それでは、秋に被害想定が相模トラフ含めて出てきますが、ここで一番議論が

必要なのは、緊急災害対策本部をつくらざるを得ない大変大きな災害に対して本当に首都

機能がきちんと、国家として維持できるのか。そこを一番優先度高く検討するのが大事だ

と思いますので、今、幾つかありました議論につきましては、これからも引き続き、特に

秋以降、具体的にさまざまな対策を検討していくこととしたいと思います。 

 最後に、今日は時間が大変窮屈だったので説明は簡単にしてほしいんですが、最後の議

題ですけれども、当面実施すべき対策について、まず説明してください。 
 

資料説明 

 

○藤山（事務局） 非公開資料２をごらんください。 

 このワーキンググループで首都直下地震対策としての当面実施すべき対策について、６

月にまとめていただきたいということで、今日は骨子について提示させていただいており

ます。 

 対策につきましては今でも大綱あるいは活動要領等でやっておるわけですけれども、今

日の御議論にあるように、3.11 を受けまして不十分な部分があるという認識でございます。

その辺のところを１ページ目に書かせていただいております。 

 ２ページ目で、当面実施すべき対策として不十分なところを中心にとりまとめていただ

きたいということで、今日は時間がありませんのでお題目、大きなところだけ御説明させ

ていただければ、当面実施すべき対策として「政府の業務継続の在り方」、３ページ目に

「膨大な避難者への対策」、４ページ目に「膨大な数の帰宅困難者等への対策」、５ペー

ジ目に「被害想定を踏まえた首都直下地震の対策の検討」「対策推進のための仕組み・体

制の整備」。 

 ６ページ目には夏以降の議論になりますけれども、引き続き検討すべき必要な事項とし

て課題をいっぱい抱えておりますので、それらについて論点整理の中からここに書き出し

ております。「甚大な火災被害への対策」「膨大な被害に対応した災害応急体制の充実・

強化」、７ページ目にいきまして治安の悪化、物資の安定供給を含めました「社会の安定

化のための対策」「予防対策の重点的な実施」「首都の経済機能を支える企業防災力の向

上」、８ページ目に「復旧・復興対策の在り方」「地域防災力、防災意識の向上」「相模

トラフ沿いのマグニチュード８クラスの地震に対する津波対策」、９ページ目に「研究開

発の推進」等々の項目を挙げさせていただいております。 
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 事務局の方で今日この骨子を挙げさせていただいておりますけれども、引き続き原案の

文章も至急用意いたしまして、また委員の皆様にはメール等で送らせていただきたいと思

いますので、次回までにまた御意見をいただければと思っております。 

 以上です。 

○ ●● 今、取り急ぎ骨子を御説明いたしました。特に柱立てがこういった形でいいの

か、漏れている事項がないのか、事務局の方では早急に文章をつくってまた先生方にお配

りするということでありますけれども、その文章の中身とこういうことについてよく見て

おいていただいて、次回議論してまとめたいと思っております。 
 

審 議 

 

○ ●● １つだけ、前回も言ったんですけれども、帰宅困難者も避難者も重要ですが、

なぜ多数傷病者が抜けているのか。少なくとも 21 万の負傷者が出て、そのうち４万は重傷

者、１万の死者。これは資料１－１で救急医療活動を見ると非常にお寒いことしか出てい

ませんので、これは重傷者をあきらめろというメッセージですね。実際に新宿でお医者さ

んたちと話していますけれども、地域だけではどうしようもない。例えばピストン輸送す

るとか、重傷者が出たときにどうするのかというのが抜けている。少なくとも万単位で出

る重傷者がすごく気になるんです。次の段階で入るのか。少なくとも今のままでは、これ

はあきらめろというメッセージにしか私には見えないんですけれども、その辺は是非考え

ていただきたいと思います。 

○ ●● 負傷者についてどうするか。 

○原田政策統括官 御指摘はそのとおりですけれども、今回の６月末にとりまとめる対策

で何をとりまとめるかという観点で言うと、今まで全体が不十分と言えば不十分ですが、

特に不十分だという意味で首都機能継続対策だとか、避難者対応などやっているわけです。 

 もう一つ、医療について言うと、もう少し別の意味での根本的な問題があって、我々は

今まで活動要領で取り上げているのは、医療体制全般というよりも広域医療搬送のことを

中心にやっているんです。広域医療搬送というのは被災地内で対応できないから被災地外

に運ぶ。これは阪神・淡路大震災を受けて、まさにそういうシステムをつくることが大切

だということで、そのシステムを整えて、それを中心に医療活動については応急活動要領

として位置づけているんです。 

 ただ、今回の東日本大震災について言うと広域医療搬送だけではなくて、被災地内の医

療体制をどう確保しなければいけないかという問題は、もう少し広い問題としてあること

は事実です。ただ、今の段階でこの問題について具体的に言及できるような状況にないの

で、これは検討事項のところにきちんと書いてあると思いますが、今後の検討事項として

７月以降にもう少し詳細を明らかにしたいということで、視点として持っていないわけで

はない。この問題は非常に大切だと思っているんですが、６月末にまとめるテーマとして
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突っ込んだ言及ができないから、あえて落としているということです。落としているとい

うか、具体的に言及していないということです。 

○ ●● ちなみに７月以降のところは６ページですか。 

○原田政策統括官 これはさらっと書き過ぎていますが、６ページに医療体制とか書いて

あります。これは多少補足する必要があるのかもしれませんけれども、今やっている広域

医療搬送だけではまったく不十分だ。被災地内での医療体制、医療従事者の不足の問題も

含めてどうするかという問題を含んで検討しないとできないかなと思っていて、これは厚

生労働省や、東日本大震災を教訓として健康支援連絡協議会がありますけれども、これは

医師会の人とか看護師会の人とか入っていますが、そういった協議会の人とも協議をしな

がら、具体的な中身をこれから詰めていきたい。そういう状況にあるので、あえてさらっ

としかこのペーパーでは触れていないということです。 

○ ●● この一番上の当面実施すべき対策についてというのは、６月時点でまとめるも

のは当面実施すべき対策、来年３月にまとめるのは当面というのは取れた全体ですね。そ

のときには今の御指摘が入るというのが事務局の考え方ですね。 

○原田政策統括官 医療関係は相当今までの考え方を抜本的に改めないと、ひょっとして

だめかもしれませんね。 

○ ●● もし御意見があればまた次回までに、今の点について出してください。 

 ほかにいかがですか。 

○ ●● １点だけ。書き出しの２行目のところに「予防から応急、復旧・復興まで」と

いう今の大綱の仕組みですけれども、首都直下地震というのがいつ起きるのかわかりませ

んが、膨大な被害というところの書き出しというのは、逆に言うといかに予防で被害を減

らすかというのはまず基本的に大事です。今回のこの項目には当面実施すべき対策という

ことで災害対応に焦点を当てて書かれているんですけれども、基本的にはこの予防、被害

を減らす取組みをどう進めるのかというのが基本的には大事なので、最終的にはそこもき

ちんと議論するというふうに考えてよろしいかという確認です。 

○原田政策統括官 今回、別途南海トラフもやっていますが、南海トラフは地震・津波の

想定を出していることも前提にして、そちらは予防を中心に書こうとしています。首都直

下について言うと、まだ地震・津波の想定あるいは被害想定もしていない中ですので、予

防対策については、６月に出す当面の対策では多少書きづらいかなということがあって、

では何を中心に書くかというときに、首都であるがゆえにこれは首都機能をどう確保する

か。これは膨大な避難者対応も含めてなんですが、そういったことを中心とした応急対策

からまず取り上げようということで、今回やっているということは当然ながら地震・津波

想定等が出れば、首都直下についても予防対策をどうするかということは、当然きちんと

記述しなければいけない。したがって、３月末には全体像を明らかにするということだと

思います。 
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○ ●● そうしますと、５ページの真ん中３の被害想定を踏まえたというところに予防

のことも１行入れておいていただくと、いいかなと思います。 

○ ●● わかりました。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 企業の自主防災組織についてですけれども、私もいろんな自主防災組織のメン

バーになっている方と、特に東京都内の方とお会いする機会がありますが、社内の空気が

すごく大事だなと思ったのは、企業をあげてこれは素晴らしい取組みであると思っている

会社の中でやっていらっしゃるメンバーは、本当にやりがいを感じて目も輝いていると思

うんです。けれども、企業が仕方ないからこういうものをつくるしかないんだと言ってや

っているところというのは、何となく社内のムードが防災に携わっている社員に対してあ

まり盛り上がっていなくて、あいつはそういう社会貢献好きだからなみたいな、好きでや

っているように思われて、社内で出世がむしろなかなかできていないとか、いろんなこと

が見えてくることがあるんです。 

 やはり士気に影響すると思いますので、今日も経団連の●●もいらっしゃり、●●の会

社はＣＳＲに大変ご熱心ですが、是非政府としても企業の中で自主防災組織をつくって熱

心にやることは大変いいことであるというのを、いま一度、声を大きくしてアピールして

いただけたらと思います。 

 以上でございます。 

○ ●● そういう文化をつくっていかなければいけないでしょうね。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 今の話はそのとおりだと思います。やはり国民に対しての防災意識向上策の徹

底、特に今回のケースでは自助の原則をもっと PR すべきだと思います。 

 それから、今おっしゃったのは共助の部分。自助、共助というところに対する広報強化

をしないと、実際に地震が発生した場合は政府に頼ったり地方自治体に頼ったりという状

態ではないと思いますので、そこは企業も含めて一緒にやらせていただきたいと思います。 

○ ●● ありがとうございました。 

 ●●、どうぞ。 

○ ●● 先ほども申し上げたんですけれども、やはり都市の中では高齢者とか障害者が

いらっしゃいますので、けがをされた方については今、医療体制のことをおっしゃったん

ですが、支援が必要な人たちが都市の中では必ずおいでになりますので、その人たちのこ

とをどうするかとか、優先的にどう考えるかということを１行でもいいですからお書き込

みいただかないと、都民の皆様は何のためのというふうに思ってしまわれるのではないか

と思います。その辺を是非御配慮いただきたいと思います。 
 

閉 会 
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○ ●● ありがとうございました。 

 それでは、またこれは次回いろいろ議論したいと思っておりますが、次回とりまとめを

するということもございますので、大変恐縮ですが、次回までの間にできるだけ早く事務

局から文書を配りますので、お目通しをいただいた上で事前にできるだけ多くの意見をお

寄せいただきたい。事務局の方も各委員の皆様方とそういうやりとりをできるだけ十分に、

密にやっておいていただければと思います。 

 それでは、最後の方は駆け足になって大変恐縮ですが、時間も少し過ぎておりますので、

今日の会合はこの程度にしておきたいと思います。 

 最後に大臣の方からお話をいただければと思います。 
 

中川大臣挨拶 

 

○中川大臣 今日も貴重な御示唆、それぞれの立場でいただきまして本当にありがとうご

ざいました。 

 先ほどから出ております当面実施すべき対策ということを、この時点でとりあえずのと

ころまとめていただきたいというのはちょっと強引過ぎますが、これまでの熟度といいま

すか、そういうところで申し訳ないと思うんですけれども、予算措置の関係とか、ある程

度やるべきところ、やれるところからどんどんやっていこうではないかということも含め

て、ちょっと無理をさせていただいたので、恐縮なのですが、よろしくお願いを申し上げ

たいと思っております。 

 ということで、また次回よろしくお願いいたします。 

○ ●● ありがとうございました。 

 初回から中川大臣には全部このとおり出席していただいて、審議の内容をお聞きいただ

いています。大臣のリクエストにきちんとお応えするというのが我々のミッションであり

ますので、是非よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 事務局の方から次回のことについて、お願いいたします。 

○藤山（事務局） 次回は６月 18 日月曜日、15 時からこの会議室で開催させていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

○ ●● 以上で会議をおしまいにしたいと思います。どうもありがとうございました。 


